
株式会社　ドーム 単位：千円

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

【　流　動　資　産　】 14,834,840 【　流　動　負　債　】 18,622,795

現 金 及 び 預 金 319,319 買 掛 金 2,414,850

受 取 手 形 221,600 短 期 借 入 金 11,788,452

電 子 記 録 債 権 2,130,205 リ ー ス 債 務 85,947

売 掛 金 5,147,947 未 払 金 2,310,776

商 品 5,941,806 未 払 費 用 959,334

返 品 資 産 207,122 未 払 法 人 税 等 8,924

未 着 品 162,340 返 金 負 債 453,362

原 材 料 21,631 契 約 負 債 55,480

前 渡 金 242 前 受 金 160

前 払 費 用 220,475 預 り 金 122,637

短 期 貸 付 金 125,554 賞 与 引 当 金 58,466

未 収 入 金 143,675 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 252,021

未 収 還 付 金 30,862 そ の 他 112,380

為 替 予 約 273,776 【　固　定　負　債　】 878,463

そ の 他 16,083 資 産 除 去 債 務 878,463

貸 倒 引 当 金 △ 127,803 負 債 合 計 19,501,259

【　固　定　資　産　】 9,182,171 ( 純 資 産 の 部 )

（有　形　固　定　資　産） 6,501,637 【　株　主　資　本　】 4,381,382

建 物 3,751,645 ( 資 本 金 ) 90,000

建 物 附 属 設 備 1,680,512 ( 資 本 剰 余 金 ) 800,000

構 築 物 62,423 資 本 準 備 金 800,000

機 械 装 置 162,569 ( 利 益 剰 余 金 ) 3,955,924

車 両 運 搬 具 0 繰 越 利 益 剰 余 金 3,955,924

工 具 器 具 備 品 139,877 ( 自 己 株 式 ) △ 464,541

土 地 693,783 自 己 株 式 △ 464,541

リ ー ス 資 産 322 【　評価・換算差額等　】 134,370

建 設 仮 勘 定 10,503 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 134,370

（無　形　固　定　資　産） 321,425 純 資 産 合 計 4,515,753

ソ フ ト ウ ェ ア 314,726

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 6,622

電 話 加 入 権 76

（投 資 そ の 他 の 資 産） 2,359,108

投 資 有 価 証 券 140

出 資 金 2,000

破 産 更 生 債 権 1,027

長 期 前 払 費 用 20,313

繰 延 税 金 資 産 710,792

保 証 金 1,621,048

そ の 他 5,000

貸 倒 引 当 金 △ 1,213

資 産 合 計 24,017,012 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,017,012

※千円未満については切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表 (2024年3月31日現在)



株式会社　ドーム 単位：千円

科 目

　　売上高 28,935,092

　　売上原価 17,882,129

　　  売上総利益 11,052,963

　　販売費および一般管理費 11,508,163

　　  営業損失 △ 455,200

　　営業外収益 1,039,096

      為替差益 579,279

      受取賃貸料 211,313

　　　貸倒引当金戻入益 124,446

　　  その他 124,057

　　営業外費用 68,574

　　  支払利息 62,840

　　  その他 5,733

　  　経常利益 515,322

　　特別利益 2,209

　　　資産除去債務戻入益 2,209

　　特別損失 21,343

　　  減損損失 15,683

　　　子会社株式売却損 5,000

　  　その他 659

　  　税引前当期純利益 496,188

　　  法人税、住民税及び事業税 8,932

　  　法人税等調整額 82,927

　　  当期純利益 404,327

損　益　計　算　書

 2023年4月1日から
2024年3月31日まで

金 額

※千円未満については切り捨てて表示しております。



一 ．継続企業の前提に関する注記

該当なし

二 ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 ．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）子会社株式および関連会社株式

総平均法による原価法によっております。
（２）その他有価証券　　　　　　　　　　

   時価のないもの市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

2 ．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

3 ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法を採用しております。
貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

4 ．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産(リース資産除く)

定率法(ただし、建物および一部建物附属設備と構築物については定額法)を採用しております。 
2016年4月1日以後取得の建物附属設備と構築物については定額法を採用しております。

（２）無形固定資産(リース資産除く)
定額法を採用しております。

（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法と自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

5 ．引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額基準に基づき計上をしております。

店舗閉鎖損失引当金
店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、閉鎖を決定した店舗について、将来発生すると見込まれる損失額を計上しております。

6 ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は為替差損益として処理しています。

7 ．ヘッジ会計の処理
（１）ヘッジ会計の方法

原則、繰延ヘッジ処理によっております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・・・為替予約
ヘッジ対象・・・・・外貨建仕入債務

（３）ヘッジ方針
為替予約は、輸入仕入に係る為替変動リスクを軽減する目的で、外貨建仕入債務の決済に必要な範囲で行っております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の為替リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。
また、為替リスクヘッジにおいて、ヘッジ会計の特例となったものに関しては、有効性の検証を省略しております。

8 . 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を
認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

商品及び製品の販売
当社は主にスポーツ用品等の販売を行っております。
直営店舗での販売については、顧客に商品及び製品を引渡した時点で収益の認識をしておりますが、
卸売等のその他の販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、
出荷時点で収益を認識しております。

ポイントプログラム会計の処理
当社は当期より、顧客に将来の購入時に値引として交換できるポイントを提供するロイヤリティプログラムを運営しております。
顧客に対し商品購入金額に応じてポイントを付与し、1ポイント1円として商品購入時に使用するものとなっており、
ポイントについては1年間付与または使用が発生しなかった場合、その顧客のポイント全額が失効するものとなっております。
ポイントの使用または失効時に履行義務が充足されるため、ポイントの付与時には一定の使用率を乗じた契約負債を計上し、売上から控除しております。

三 ．貸借対照表に関する注記

1 ．減価償却累計額

有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 千円

2 ．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

四 ．税効果会計に関する注記

1 ．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生要因は、返品資産、返金負債、在庫評価、資産除去債務等であります。

個　別　注　記　表

自　2023年4月1日
至　2024年3月31日

12,705,788

2,558,347
143,829



五 ．関連当事者との取引に関する注記

法人主要株主等 (単位：千円)

兄弟会社 (単位：千円)

(※1)　UNDER ARMOUR社との契約に基づいて決定しております。
(※2)　市場価格等を勘案して、毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。
(※3)　資金の借入については、伊藤忠商事㈱のグループ金融制度を利用したことによるもので、取引条件は市場金利を勘案した合理的な利率によっております。
　　　 なお、取引金額は期中平均残高を記載しております。

六 ．1株当たり情報に関する注記
1 . 1株当たり純資産額
2 . 1株当たり当期純利益

七 . 重要な後発事象に関する注記

該当なし

期末残高

なし 親会社の子会社 713,866商品の仕入（※2）

取引の内容 取引金額

国内買掛金

借入利息の支払 46,949 未払費用 3,854
伊藤忠トレジャリー株式会社 なし 親会社の子会社

11,788,45213,174,302 短期借入金

期末残高

2,168,5784,000,000

取引金額名称 取引の内容

資金の借入(※3)

UNDER ARMOUR 
被所有

直接　30.29%
その他の関係会社

ライセンス使用料
の支払（※1）

議決権等の所有割合

3,551円53銭
39,665円45銭

名称

株式会社ロイネ 2,050,703

未払金

関連当事者との関係

議決権等の所有割合 関連当事者との関係 科目

科目


